
　政府は「収入が大幅に減った世帯を対象とした1世帯30万円の現金支給」を撤回し、「所得制限なしで1人10万円の現金支給」を改めて閣議決定しました。
神奈川県は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、県の要請等に応じて、休業や営業時間の短縮に協力した中小企業、個人事業主に対し、最大で30万円の協力金を交付することとしました。
休業補償は、本来は政府が休業要請と一体で行うべきです。休業補償がなければ、個人事業主や中小零細企業、そこで働く労働者は、生活の糧を失います。
政府が「休業補償を行わない」としている中、県が独自に協力金の給付を決定したことは英断と言えます。
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収入が激減した休業者の支援は急務
　一方で、コロナ関連の休業、賃金カット、解雇により、雇用、営業、生活の危機に立たされている方への支援は十分なものとは言えません。
　10万円の給付金をどうするかは、当然一人一人が個人として判断すべきことです。
自分はともかく、「苦境にある親せきや友人・知人の支援に使いたい」という職員もいるでしょう。
　「申請しない」という選択肢もありますが、現時点では、「申請しない10万円」が休業補償として政府から支給される見通しはありません。
自治労県職労は、一つの選択肢として、働く仲間を支えるために、組合員、職員のみなさんに、10万円の給付を受けたうえで、それを県の協力金等の原資に寄付することを労働組合として呼びかけます。
　県当局には、「基金」の創設等、受け皿づくりを要請します。
みんなの力で支援の輪を拡げよう！


定額給付金（10万円）を、コロナ休業者等の支援に充てることを組合員、職員のみなさんに提案します
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